
お申込の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容をよくお読みください。

【マンスリーレポート】

　世界物価連動国債ファンド

愛称：物価の優等生
　 追加型投信／海外／債券

商 品 概 要 期 間 別 騰 落 率 過 去 12 期 分 の 分 配 実 績 （1万口当たり、税引前）

設定日 2005年2月28日 当ファンド 第16期 (2009年3月10日) 30円 第22期 (2010年9月10日) 30円

信託期間 無期限 過去1ヵ月 0.8% 第17期 (2009年6月10日) 30円 第23期 (2010年12月10日) 30円

3・6・9・12月の各10日 過去3ヵ月 2.5% 第18期 (2009年9月10日) 30円 第24期 (2011年3月10日) 30円

（休業日の場合は翌営業日） 過去6ヵ月 -1.8% 第19期 (2009年12月10日) 30円 第25期 (2011年6月10日) 30円

年0.945％ 過去1年間 4.8% 第20期 (2010年3月10日) 30円 第26期 (2011年9月12日) 30円

（税抜　0.90％） 過去3年間 6.0% 第21期 (2010年6月10日) 30円 第27期 (2011年12月12日) 30円

基準価額 7,627円 設定来 -3.0% 設定来分配金合計

純資産総額 4,444百万円 ※税引前分配金を全額再投資したものとして計算。

資 産 配 分

インフレ連動ファンド 93.6%

マネープールマザー 2.9%

現金等 3.5%

基 準 価 額 と 純 資 産 総 額 の 推 移 （設定来：日次）

　　　　

投資先ファンド（バンガード社、グローバルインフレ連動国債ファンド）の基準価額の推移 （設定来：日次）　［現地月末基準］

2,360円

作成基準日：2011年12月30日
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基準価額（分配金再投資後）は税引前分配金を再投資したものとして計算しているため、実際の受益者利回りとは異なります。
なお、基準価額はどちらも信託報酬控除後です。

※インフレ連動ファンドの正式名称は「グローバルインフレ連動国債ファンド」です。
　 マネープールマザーの正式名称は「T&Ｄマネープールマザーファンド」です。

純資産総額の推移
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基準価額（分配金再投資後）

参考指数 ﾊﾞｰｸﾚｲｽﾞ・ｷｬﾋﾟﾀﾙ世界物価連動国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本）（円ﾍﾞｰｽ、ﾍｯｼﾞなし）

※基準価額は投資先ファンドの信託報酬控除後です。
※基準価額・参考指数とも、投資先ファンドの設定日（2005年3月1日）前日を100として指数化しております。
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販売用資料

設定日：2005年2月28日

※運用実績及び分配実績のデータは過去のものであり、将来を予測・保証するものではありません。

※本資料をご覧いただくにあたっては、6ページの「ご留意いただきたい事項」を必ずご確認ください。

■ 設定・運用は

電話番号　03-3434-5544　（受付時間は営業日の午前9時～午後5時）
インターネットホームページ　http://www.tdasset.co.jp/

※当資料の百分率は、原則として表示桁数未満
※を四捨五入していますので、合計の数値とは
※必ずしも一致しません。

※投資対象とする外国投資証券にも別途信託報酬等
　 がかかります。

※「バークレイズ・キャピタル世界インフレ連動国債インデックス（除く日本）」は、当レポートより「バークレイズ・キャピタル世界物価
　 連動国債インデックス（除く日本）」に表記変更いたしました。従いまして、該当箇所はそれに合わせた表記に変更しております。
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お申込の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容をよくお読みください。

投資先ファンド（バンガード社、グローバルインフレ連動国債ファンド）の組入状況　［現地月末基準］
投資先ファンドの全銘柄開示については弊社HPの以下URLからご覧ください。（http://www.tdasset.co.jp/fund/pdf/WIL2.pdf）

期 間 別 騰 落 率 組 入 上 位 銘 柄　

ファンド 参考指数 差異 銘柄 年利率 償還日 信用格付 組入比率
過去1ヵ月 0.1% 0.1% 0.0% アメリカ物価連動国債 1.125% 2021/1/15 AA+ 2.4%
過去3ヵ月 2.4% 2.5% -0.1% アメリカ物価連動国債 3.875% 2029/4/15 AA+ 2.3%
過去6ヵ月 -2.1% -2.2% 0.1% アメリカ物価連動国債 2.375% 2025/1/15 AA+ 2.3%
過去1年間 4.8% 5.0% -0.2% イギリス物価連動国債 2.500% 2016/7/26 AAA 2.2%
過去3年間 9.8% 10.4% -0.7% アメリカ物価連動国債 1.250% 2020/7/15 AA+ 2.1%

設定来 2.6% 5.5% -2.9% イギリス物価連動国債 1.250% 2027/11/22 AAA 2.1%
イギリス物価連動国債 1.875% 2022/11/22 AAA 2.0%
アメリカ物価連動国債 0.625% 2021/7/15 AA+ 2.0%

 組 入 状 況

物価連動国債 99.3% 平均格付 AA 格
円キャッシュ等 0.7% 平均クーポン 1.96%
組入比率合計 100.0% 平均残存年数 12.74年
銘柄数 90銘柄 平均実質利回り 0.16%

 物価連動国債 国別組入比率 通 貨 別 組 入 比 率

国名 比率 通貨名 比率
アメリカ 42.9% アメリカドル 42.9%
イギリス 28.4% イギリスポンド 28.4%
フランス 11.5% ユーロ 21.5%
イタリア 6.1% カナダドル 3.3%
ドイツ 3.9% ｽｳｪｰﾃﾞﾝｸﾛｰﾅ 1.9%
カナダ 3.3% ｵｰｽﾄﾗﾘｱﾄﾞﾙ 1.3%
スウェーデン 1.9% 円キャッシュ等 0.7%
オーストラリア 1.3%
円キャッシュ等 0.7%

 バークレイズ・キャピタル世界物価連動国債インデックス（除く日本）（参考指数）との比較

要 因 分 析

　債券要因　①＋②＋③

グローバルインフレ
連動国債ファンド

参考指数 2.19% 0.11% 0.00% -2.09% 0.00% -0.01% 0.09%
差異 -0.01% 0.00% -0.01% 0.00% 0.00% 0.00% -0.01%

項目の説明 （分析期間［現地基準］ 2011年12月1日～ 2011年12月31日）

投資先ファンド（T&Dマネープールマザーファンド）の組入状況

 組入状況  組入上位銘柄

公社債 81.3% 銘柄 償還日 残存期間 組入比率
現金等 18.7% 第２３６回国庫短期証券 2012/2/20 0.14年 42.7%

第１９３回国庫短期証券 2012/5/21 0.39年 20.0%
第２３３回国庫短期証券 2012/2/6 0.10年 18.7%
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※信用格付は、スタンダード＆プアーズ社およびMoody's社の信用格付のうち、
　 下位信用格付を採用。
※平均格付とは、基準日時点で当外国投資信託が保有している有価証券
    に係る信用格付を加重平均したものであり、当外国投資信託に係る
    信用格付ではありません。
※各項目の比率は、「グローバルインフレ連動国債ファンド」の純資産総額に
    対する評価額の比率です。

※ファンドは分配込みのリターンです。
※ファンド・参考指数とも、投資先ファンドの設定日（2005年3月1日）を起点として
※算出しております。

　債券要因：ファンドや参考指数の当該1ヵ月間の値動きの中で、前月末と比較した債券価格要因によるプラス（マイナス）を示しています。
　為替要因：ファンドや参考指数の当該１ヵ月間の値動きの中で、前月末と比較した為替変動要因によるプラス（マイナス）を示しています。一般的に円安（円高）になるとプラス（マイナス）要因となります。

（注）当資料は、「グローバルインフレ連動国債ファンド」の管理会社※であるBBH（ブラウン・ブラザーズ・ハリマン）からのデータおよび、運用会社であるバンガード･インベストメンツ・オーストラリア社からのデー
タを使用しております。※管理会社：投資先ファンドの資産の保管業務を行います。また、「事務代行会社」として、投資先ファンドの会計、純資産価額計算、その他の事務手続きを行います。
なお、バンガード社はインフレーション要因を明確化するため、グローバルインフレ連動国債ファンドのパフォーマンス分析方法を変更いたしました。それに伴い、2010年4月末基準の月報から要因分析表の一
部を変更いたしました。

販売用資料

※本資料をご覧いただくにあたっては、6ページの「ご留意いただきたい事項」を必ずご確認ください。

■ 設定・運用は
電話番号　03-3434-5544　（受付時間は営業日の午前9時～午後5時）
インターネットホームページ　http://www.tdasset.co.jp/
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　お申込の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容をよくお読みください。

市 況 コ メ ン ト

運 用 概 況

市 場 の 変 化
（出所： Bloombergに基づいてT&Dアセットマネジメントが作成）

物価連動国債インデックス 通常国債※1 2011/11/30 2011/12/30 変化率

2011/11/30 2011/12/30 変化幅 変化幅 アメリカドル 77.63円 76.94円 -0.89%

アメリカ 0.16% 0.13% -0.03% -0.19% カナダドル 76.35円 75.56円 -1.04%

カナダ 0.46% 0.28% -0.19% -0.21% イギリスポンド 122.10円 119.57円 -2.07%

イギリス -0.12% -0.26% -0.15% -0.34% ユーロ 104.50円 99.88円 -4.43%

イタリア 6.32% 5.19% -1.13% 0.09% スウェーデンクローナ 11.51円 11.22円 -2.50%

フランス 1.71% 1.29% -0.42% -0.24% オーストラリアドル 79.75円 78.88円 -1.09%

ドイツ 0.26% -0.34% -0.60% -0.45% ※為替レートはロンドン時間午後4時のレート（WMロイターレート）。

スウェーデン 0.43% 0.13% -0.30% -0.17%

オーストラリア 1.45% 1.27% -0.18% -0.26%

平均※2 -0.21% -0.23%
※1 各国の10年通常国債の名目利回り変化幅。

※2 各国の利回り変化幅を、ﾊﾞｰｸﾚｲｽﾞ・ｷｬﾋﾟﾀﾙ世界物価連動国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本）の
※2 前月末の国別構成比率で加重平均したもの。

各国物価連動国債インデックスの平均実質利回り 対円為替レート

　上記のような市況動向の中、当ファンドはバンガード社が運用する「グローバルインフレ連動国債ファンド」の組入比率を概ね93～95％で推移させまし
た。一方、「T＆Dマネープールマザーファンド」の月末時の組入比率は2.9％程度となりました。
　「グローバルインフレ連動国債ファンド」のパフォーマンス（現地月末基準）は＋0.08％となりました。すべての投資対象通貨に対して円が上昇したこと
から、為替要因がマイナス寄与しましたが、債券要因のプラス寄与が上回った結果、パフォーマンスは小幅ながらプラスのリターンを記録しました。
　このような運用を行いました結果、月末の基準価額は7,627円となりました。12月12日の当ファンド決算時には30円（税引前）の分配を行いましたの
で、分配金再投資の月間騰落率は0.8％の上昇となりました。

グローバルインフレ連動国債市場（2011年12月）

【米国国債市場】
 　米国債券市場は、月初、材料が交錯する中で、方向感なく小動きで推移していました。しかし、10年国債入札が堅調な結果であったことがサポート
要因となった他、メルケル独首相がユーロ共通債発行に再度反対を示したこと等から、欧州債務危機への懸念が高まり上昇しました。その後、スペイ
ンやイタリアの短期国債入札が予想よりも良好な結果となったこと等を受けて、債券市場は下落しましたが、欧州の銀行の流動性に対する懸念が高
まったこと等から債券市場は反発して月を終えました。
　アメリカ物価連動国債（残存約10年）の実質利回りは、▲0.01％から▲0.11％へと前月末比で0.10％低下（価格は上昇）しました。一方、同年限の名
目国債（通常国債）の利回りは2.07％から1.88％（前月末比▲0.19％）と低下したため、市場の期待インフレ率は1.99％と前月から0.09％低下しました。
米国では11月のCPI（消費者物価指数）は、前月比変わらずとなりました。なお、4ページ目のCPIで使用している値は、季節調整前CPIです。

【欧州国債市場】
　ユーロ圏(ドイツ）債券市場は、月初に欧州債務危機に対して楽観的な見方が広がり下落しました。しかし、独当局者が欧州金融安定化基金（EFSF）
と恒久的基金（ESM)の統合案を拒否したことやEU首脳会議で危機打開への十分な解決策に至らなかったことを受けて、比較的安全資産とされるドイ
ツ国債を選好する動きが進んだこと等から、月の半ばにかけて債券市場は上昇する展開となりました。その後、ECB（欧州中央銀行）が3年物資金供
給オペを実施したことや独企業景況感指数が予想に反して上昇したことを受けて、債券市場は下落する局面も見られたものの、イタリア国債入札を控
えてドイツ国債を選好する動きが強まったこと等を受けて上昇に転じると、月末にかけて堅調に推移し月を終えました。
　フランス物価連動国債（残存約10年）の実質利回りは、1.63％から1.11％へと前月末比で0.52％低下（価格は上昇）しました。一方、同年限の通常国
債の利回りは3.39％から3.15％（前月末比▲0.24％）と低下したため、市場の期待インフレ率は2.04％と前月から0.28％上昇しました。欧州では、11月
のユーロ圏CPIの改定値は前年同月比＋3.0％となりました。
　英国債券市場は、月初にサービス業PMI(購買担当者指数）が予想に反して上昇したこと等を受けて下落する局面も見られました。しかし、BRC(英国
小売協会）が発表した11月既存店売上高が予想以上に落ち込んだこと等を受けて上昇に転じると、株式市場が下落する中で月の半ばにかけて債券
市場は上昇する展開となりました。その後、株式市場は反発したものの、BOE（英国中央銀行）の金融政策委員会の議事録にて一部の委員から量的
緩和の拡大の必要性が示唆されたことがサポート要因となった他、比較的安全資産とされる英国国債への逃避の動きが進んだこと等から月末にかけ
て債券市場は上昇幅を拡大して月を終えました。
　イギリス物価連動国債（残存約10年）の実質利回りは、▲0.28％から▲0.58％へと前月比で0.30％低下（価格は上昇）しました。一方、同年限の通常
国債の利回りは2.31％から1.98％（前月末比▲0.34％）と低下したため、市場の期待インフレ率は2.55％と前月から0.04％低下しました。英国では11月
のCPIは、前年同月比＋4.8％となりました。なお、4ページ目のCPIで使用している値は、小売物価指数です。

【為替動向】
 　ドル／円相場は、1円程度の比較的狭いレンジでの推移となりました。月初から材料が交錯する中、方向感なく77円後半を中心として推移していまし
たが、月末に欧州債務危機の景気への波及懸念が解消されない中で、円を選好する動きが強まり、最終的に前月末比で円高ドル安となる1ドル＝76
円台後半で月を終えました。ユーロ／ドル相場は、EU首脳会議が欧州債務危機への十分な解決策に至らなかったことから、信用格付業者等がユーロ
圏の各国の格下げに動くとの懸念が強まったこと等が嫌気されてユーロは対ドルで売られ、前月末比でユーロ安ドル高となる1ユーロ＝1.29ドル台後
半で月を終えました。ユーロ／円は、ドル／円、ユーロ／ドルの動きを受けて、円高ユーロ安が進み99円台後半で月を終えました。

※「グローバルインフレ連動国債ファンド」のパフォーマンスおよび運用概況は、同ファンドの運用会社であるバンガード･インベストメンツ・オーストラリア社の資料を元に作成しております。

販売用資料

※本資料をご覧いただくにあたっては、6ページの「ご留意いただきたい事項」を必ずご確認ください。

■ 設定・運用は
電話番号　03-3434-5544　（受付時間は営業日の午前9時～午後5時）
インターネットホームページ　http://www.tdasset.co.jp/
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お申込の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容をよくお読みください。

≪参考資料≫

各 国 C P I （ 消 費 者 物 価 指 数 ） の 推 移
（出所： Bloombergに基づいてT&Dアセットマネジメントが作成）

2010年 2011年
年次 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年次 ※2

アメリカ 1.5% 0.5% 0.5% 1.0% 0.6% 0.5% -0.1% 0.1% 0.3% 0.2% -0.2% -0.1% 3.2%
カナダ 2.4% 0.3% 0.3% 1.1% 0.3% 0.7% -0.7% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.1% 2.9%
イギリス 4.8% 0.3% 1.0% 0.5% 0.8% 0.3% 0.0% -0.2% 0.6% 0.8% 0.0% 0.2% 4.4%
イタリア 1.9% 0.4% 0.3% 0.4% 0.5% 0.1% 0.1% 0.3% 0.3% 0.0% 0.4% 0.1% 2.9%
フランス 1.7% -0.2% 0.5% 0.8% 0.3% 0.1% 0.1% -0.4% 0.5% -0.1% 0.2% 0.2% 2.0%
ドイツ 1.7% -0.4% 0.5% 0.5% 0.2% 0.0% 0.1% 0.4% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 1.4%
スウェーデン 2.3% -0.8% 0.6% 0.7% 0.4% 0.2% -0.2% -0.0% 0.0% 0.7% 0.0% 0.2% 1.8%
オーストラリア 2.7% - - 1.6% - - 0.9% - - 0.6% - - 3.1%
合計  ※1 2.4% 0.2% 0.6% 0.8% 0.6% 0.3% -0.0% -0.0% 0.4% 0.3% -0.0% 0.1% 3.2%
日本（参考） 0.0% -0.1% 0.0% 0.3% 0.1% 0.0% -0.2% 0.0% 0.2% 0.0% 0.1% -0.6% -0.2%
※1 合計は各国参照指数の月次変化率を、ﾊﾞｰｸﾚｲｽﾞ・ｷｬﾋﾟﾀﾙ世界物価連動国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本）の前月末の国別構成比率で加重平均したものです。

※2 年次は1月から直近月までの累計の変化率となります。

 各国消費者物価上昇率（年次）

 組入債券が参照するインフレ指数の変化（前月比、オーストラリアは四半期比）

※12月末CPIの対前年同月比変化率。プラスの場合は消費者物価が対前年比上昇、
※マイナスの場合は消費者物価が対前年比下落したことを示します。
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※小売物価指数
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※95年12月までは消費者物価、
    96年1月以降は消費者物価（除くタバコ）。

※日本は当ファンドの
    投資対象国ではありません。

販売用資料

※本資料をご覧いただくにあたっては、6ページの「ご留意いただきたい事項」を必ずご確認ください。

■ 設定・運用は
電話番号　03-3434-5544　（受付時間は営業日の午前9時～午後5時）
インターネットホームページ　http://www.tdasset.co.jp/
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    お申込の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容をよくお読みください。

 フ ァ ン ド の 目 的 ・ 特 色

　　○ 物価連動国債は「国債」です。
　　○ 当ファンドは、外国籍投資信託「グローバルインフレ連動国債ファンド」を通じて、
　　   主として日本を除く世界の物価連動国債に投資を行います。

　　○ 物価連動国債とは、物価に連動して元本・利息が増減する国債です。

　　○ 3・6・9・12 月の各10日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、収益分配方針
　　　 に基づいて分配を行います。ただし、必ず分配を行うものではありません。

　　○ 実質組入外貨建資産については原則として為替ヘッジは行いませんので、為替変動の
　　　 影響を受けます。

　　○「グローバルインフレ連動国債ファンド」の運用は、世界有数の運用会社である、
　　　 ザ・バンガード・グループの一員バンガード・インベストメンツ・オーストラリア社
　　　 が行います。

■ 設定・運用は

ファンドの目的

ファンドの特色

◇　信用力の高い世界の物価連動国債に投資します（日本を除く）。

◇　物価上昇時には資産価値を保全する効果が期待できます。

◇　原則として、毎決算時（3ヵ月毎）に収益の分配を行います。

◇　原則として為替ヘッジは行いません。

◇　バンガード社が外国投資信託の運用を担当します。

安定した収益の確保と信託財産の着実な成長を目指して運用を行います。

販売用資料

※本資料をご覧いただくにあたっては、6ページの「ご留意いただきたい事項」を必ずご確認ください。

電話番号　03-3434-5544（受付時間は営業日の午前9時～午後5時）
インターネットホームページ　　ｈｔｔｐ://www.tdasset.co.jp/

※バークレイズ・キャピタル世界物価連動国債インデックス（除く日本）（円ベース、ヘッジなし）は、バークレイズ・バンク・ピーエルシーの
投資銀行部門であるバークレイズ・キャピタルが開発、算出、公表をおこなうインデックスであり、世界の物価連動国債市場（除く日本）
（円ベース、ヘッジなし）のパフォーマンスをあらわします。当該インデックスに関する知的財産権およびその他の一切の権利はバークレ
イズ・キャピタルに帰属します。
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　　　お申込の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容をよくお読みください。

投 資 リ ス ク 

当ファンドの基準価額の変動要因となる主なリスクは次の通りです。

※基準価額の変動要因（リスク）は、上記に限定されるものではありません。

ご留意いただきたい事項

為替変動リスク
外貨建資産は通貨の価格変動によって評価額が変動します。一般に外貨建資
産の評価額は、円高になれば下落します。外貨建資産の評価額が下落した場
合、基準価額が値下がりする要因となります。

●分配金に関する留意点

・分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われる
  と、その金額相当分、基準価額は下がります。
・分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超
  えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落する
  ことになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものでは
  ありません。
・受益者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部ないしすべてが、実質的には元本の一部払戻
  しに相当する場合があります。

その他の留意点

債券価格変動リスク
債券（公社債）は、市場金利や信用度の変動により価格が変動します。一般
に市場金利が上昇した場合や発行体の信用度が低下した場合には債券の価格
は下落し、基準価額が値下がりする要因となります。

基準価額の変動要因

ファンドの基準価額は、投資を行っている有価証券等の値動きによる影響を受けますが、これらの運用に
よる損益は全て投資者に帰属します。
したがいまして、当ファンドは投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、
投資元本を割り込むことがあります。なお、当ファンドは預貯金とは異なります。

物価変動リスク
一般に物価が下落した場合は、物価連動国債の元本や利払い額が減少するため、
物価連動国債の価格は下落し、基準価額が値下がりする要因となります。

販売用資料

■ 設定・運用は

電話番号　03-3434-5544　（受付時間は営業日の午前9時～午後5時）
インターネットホームページ　http://www.tdasset.co.jp/

■本資料はT&Dアセットマネジメントが作成した販売用資料です。本資料は当社が信頼性が高いと判
□断した情報等により作成したものですが、その正確性・完全性を保証するものではありません。また、
□本資料に掲載されているグラフ、パフォーマンス等の内容は過去の実績を示したものであり、将来の
　 運用成果等を保証するものではありません。本資料に掲載されている意見・見通しは表記時点で
   の当社の判断を反映したものであり、将来予告なく変更されることがあります。
■投資信託はリスクを含む商品であり、公社債等値動きのある有価証券（外貨建資産には為替変動
    リスクもあります。）に投資しますので、運用実績は市場環境等により変動します。したがいまして、
    元本が保証されているものではありません。これら運用による損益は全て投資者に帰属します。
■投資信託は預貯金や保険契約と異なり、預金保険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象
□ではありません。また、登録金融機関でご購入いただいた場合、投資者保護基金の支払対象とは
　 なりません。
■投資信託のご購入時は、各販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、
　 必ず内容をご確認のうえ、ご自身でご判断いただきますようお願いいたします。
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お申込の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容をよくお読みください。

手 続 ・ 手 数 料 等

繰上償還
受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合、投資対象とする外国投資信
託がその信託を終了することとなる場合、その他やむを得ない事情が発生した
場合等には、繰上償還となる場合があります。

5,000億円

公告 委託会社が投資者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。

収益分配
年4回、毎決算時に収益分配方針に基づいて収益の分配を行います。
販売会社との契約によっては、税引後無手数料で再投資が可能です。

信託金の限度額

運用報告書
6月および12月の決算時および償還時に運用報告書を作成し、販売会社を通じて
知れている受益者に交付します。

換金制限 ありません。

購入・換金申込受付の
中止及び取消し

金融商品取引所における取引の停止、その他やむをえない事情があるときは、
購入・換金のお申込の受付を中止することおよびすでに受付けたお申込の受付
を取消すことがあります。

信託期間 無期限（平成17年2月28日設定）

決算日 3月、6月、9月、12月の各10日（休業日の場合は翌営業日）

換金代金 原則として換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。

申込締切時間 原則として午後3時までに販売会社が受付けたものを当日の申込分とします。

販売会社が定める期日までにお支払いください。

換金単位 販売会社が定める単位

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額から、信託財産留保額を差し引いた額

購入代金

購入単位 販売会社が定める単位

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

お申込みメモ

課税関係
課税上は株式投資信託として取扱われます。配当控除および益金不算入制度の
適用はありません。

  購入・換金申込不可日

下記に該当する日には、販売会社が営業日であっても購入・換金のお申込はで
きません。
＜申込不可日＞
・ニューヨーク、ロンドン、メルボルンもしくはケイマンの銀行または金融
　商品取引所の休業日

販売用資料

※本資料をご覧いただくにあたっては、6ページの「ご留意いただきたい事項」を必ずご確認ください。
■ 設定・運用は

電話番号　03-3434-5544　（受付時間は営業日の午前9時～午後5時）
インターネットホームページ　http://www.tdasset.co.jp/
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お申込の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容をよくお読みください。

フ ァ ン ド の 費 用

[ 委託会社 ] ◇信託財産の運用指図等を行います。

Ｔ＆Ｄアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第357号
加入協会／社団法人投資信託協会 社団法人日本証券投資顧問業協会

[ 受託会社 ] ◇信託財産の保管・管理業務等を行います。
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
（再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

[ 販売会社 ] ◇受益権の募集・販売の取扱い、換金（解約）事務、換金代金・収益分配金・償還金
の支払い等を行います。

　　　　　　※次頁に当ファンドの各販売会社の名称等を記載しています。

年1.265％（税抜1.22％）程度

運用管理費用
（信託報酬）の配分

投資対象とする外国投資信託

実質的な負担（※）

【監査費用】
毎日、ファンドの純資産総額に年0.0084％（税抜0.008％）の率を乗じて得た額と
し、ファンドでご負担いただきます。
【その他】
証券取引に伴う手数料等をファンドでご負担いただきます。これらの費用･手数料
については、運用状況等により変動するものであり、事前に料率･上限額等を示す
ことができません。

その他の
費用・手数料

委託会社

販売会社

受託会社

年0.315％（税抜0.30％）

年0.588％（税抜0.56％）

※当ファンドが投資対象とする外国投資信託の運用報酬等を加味して、投資者が
　実質的に負担する信託報酬率について算出したものです。（投資対象ファンド
　の資産規模等に応じて変動します。）

年0.042％（税抜0.04％）

外国投資信託の純資産総額に対し、年0.32％程度

※上記の費用の合計額については、投資者がファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

 フ ァ ン ド の 関 係 法 人 の 概 況

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料
購入価額に、2.1％（税抜2.0％）以内で販売会社が個別に定める率を乗じて得た額
とします。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。

信託財産留保額
換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.2％の率を乗じて得た額を、ご換金時に
ご負担いただきます。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

毎日、ファンドの純資産総額に年0.945％（税抜0.90％）の率を乗じて得た額とし
ます。
※ファンドの運用管理費用（信託報酬）は、毎計算期末または償還時にファンドから
　支払われます。

販売用資料

※本資料をご覧いただくにあたっては、6ページの「ご留意いただきたい事項」を必ずご確認ください。

■ 設定・運用は
電話番号　03-3434-5544　（受付時間は営業日の午前9時～午後5時）
インターネットホームページ　http://www.tdasset.co.jp/
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お申込の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容をよくお読みください。

近畿財務局長
（登金）第35号

○

中国財務局長
（金商）第8号

○

近畿財務局長
（登金）第3号

○ ○

○

関東財務局長
（金商）第195号

○ ○

関東財務局長
（登金）第609号

○

関東財務局長
（登金）第36号

○ ○

関東財務局長
（金商）第105号

○ ○

関東財務局長
（金商）第165号

○ ○

○

関東財務局長
（金商）第1977号

○

関東財務局長
（金商）第142号

○ ○ ○

福岡財務支局長
（金商）第75号

○

関東財務局長
（金商）第128号

○

○

関東財務局長
（金商）第120号

○

東海財務局長
（金商）第140号

○ ○

中国財務局長
（金商）第6号

○

近畿財務局長
（金商）第20号

○

○

関東財務局長
（登金）第578号

○ ○

関東財務局長
（登金）第593号

○ ○

近畿財務局長
（金商）第15号

○ ○ ○

関東財務局長
（金商）第61号

○

関東財務局長
（金商）第53号

○

販売会社

○

株式会社SBI証券
金融商品
取引業者

岩井証券株式会社
金融商品
取引業者

近畿財務局長
（金商）第335号

関東財務局長
（金商）第44号

○

○

○

○

販売会社の名称等

2012年1月4日現在

登録番号
日本証券業

協会

社団法人
日本証券

投資顧問業協会

社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

近畿財務局長
（登金）第5号

○ ○

株式会社埼玉りそな銀行
登録金融
機関

コスモ証券株式会社
金融商品
取引業者

岡三証券株式会社
金融商品
取引業者

カブドットコム証券株式会社
金融商品
取引業者

浜銀TT証券株式会社
金融商品
取引業者

髙木証券株式会社

東武証券株式会社

野村證券株式会社
金融商品
取引業者

むさし証券株式会社

住友信託銀行株式会社

楽天銀行株式会社

登録金融
機関

金融商品
取引業者

東海東京証券株式会社

ソニー銀行株式会社
登録金融
機関

株式会社福岡銀行

金融商品
取引業者

株式会社横浜銀行

マネックス証券株式会社

金融商品
取引業者

中銀証券株式会社
金融商品
取引業者

金融商品
取引業者

金融商品
取引業者

フィデリティ証券株式会社

西日本シティTT証券株式会社

金融商品
取引業者

登録金融
機関

関東財務局長
（金商）第152号

○

福岡財務支局長
(登金)第7号

○

登録金融
機関

楽天証券株式会社
金融商品
取引業者

登録金融
機関

ワイエム証券株式会社
金融商品
取引業者

新潟証券株式会社
金融商品
取引業者

登録金融
機関

登録金融
機関

金融商品
取引業者

株式会社りそな銀行

大同生命保険株式会社

販売用資料

※本資料をご覧いただくにあたっては、6ページの「ご留意いただきたい事項」を必ずご確認ください。

■ 設定・運用は
電話番号　03-3434-5544　（受付時間は営業日の午前9時～午後5時）
インターネットホームページ　http://www.tdasset.co.jp/

※加入協会に○印を記載しています。
※住友信託銀行株式会社、中銀証券株式会社、野村證券株式会社（野村ネット＆コール）、株式会社福岡銀行、株式会社横浜銀行は新規買付のお申込は
   受付けておりません。

販売用資料

■ 設定・運用は
電話番号　03-3434-5544　（受付時間は営業日の午前9時～午後5時）
インターネットホームページ　http://www.tdasset.co.jp/
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